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札幌大学教職員組合ニュース 

No.7 2019 年 5 月 29 日 札幌大学教職員組合書記局  発行  

組合事務室は１号館２階１２１０です。  Ema i l：su . t radeun ion@gma i l . com  

このまま「信任投票」でいいのか？ 

 

立候補者の公示と所信表明の掲示期間は実質５日間だけ 

５月２４日（金曜日）に、選挙管理委員会より「学校法人札幌大学労働者の過半数代表者の立候補

者について」という公示が出されました。公示によると、１名の立候補者があったとのことで、この

公示と立候補者の所信表明が掲示される期間は、５月２４日から投票日の６月３日（月曜日）です。

ただ、掲示期間は、土日を２回挟みますから、実質的には５月２７日（月曜日）から３１日（金曜日）

までの５日間に過ぎません。 

また、この公示を知らせるメールによると、立候補者の所信表明はイントラネットの人事担当ペー

ジに掲載されている以外は、中央棟２階の総務部の総務人事課事務室での閲覧と、教育職員レターケ

ース内と非常勤講師控室内での掲示とのことです。つまり、大学に来ないと、立候補者の所信表明を

読むことはできません。特に授業がある日にしか大学に来ない非常勤講師の場合、所信表明は授業の

前後に控室で見かけるだけ、立候補者についてほとんど知らないまま投票することになります。非常

勤講師に対する公平性・公正性をほとんど配慮していないのではないでしょうか？ 

 

何の意見を述べる過半数代表者なのか？ 

５月１０日付けの公示も、また５月２４日の公示にしても、今回の過半数代表者が何についての意

見を述べる過半数代表者なのか、明示されていません。そこで、今回の過半数代表者選出選挙につい

て、組合役員から選挙管理委員会委員長宛てに。以下のような３つの質問を出しました。 

 

１．今回の選出選挙は、労働基準法の定める何についての意見を述べる過半数代表者なのか？ 

２．立候補者がどのような意見を持っているのかを労働者がどうやって知ることができるのか、意

見表明する場を設けるのか？ 

３．労働者は立候補者に対して質問できるのか？ 

 

選挙管理委員会委員長からの回答によると、今回の過半数代表者は「労働基準法施行規則第６条の

２に規定される」範囲とのことです。となると、以下となります。 

１８条２項「強制貯金」、２４条１項ただし書「賃金支払いの一部控除」、３２条の２第１項「１

か月単位の変形労働時間」、３２条の３「フレックスタイム制」、３２条の４第１項及び２項「１

年単位の変形労働時間制」、３２条の５第１項「１週間単位の変形労働時間制」、３４条２項ただ

し書「休憩時間の一斉付与」、３６条１項、３項、及び４項「時間外・休日労働協定」、３７条３項

「時間外・休日及び深夜の割増賃金」、３８条の２第２項「事業場外労働に関するみなし労働時間」、

３８条の３第１項「専門業務型裁量労働制」、３８条の４第２項１号「企画業務型裁量労働制」、

３９条４項、６項及び７項ただし書「年次有給休暇」、９０条１項「就業規則の作成・変更」。 

しかし、労働委員会の救済申し立てに際して法人側が提出した書面及び４月１７日の団体交渉によ



2 

 

ると、今回の過半数代表者は就業規則の改定に向けたものであり、具体的には以下の２点です。 

 

①勤務延長教員の任用関係規程 

②いわゆる「働き方改革法」の施行に伴う対応 

 

①の勤務延長教員の任用規程と支給内規については、前号組合ニュースでお知らせした通り、組合

と法人との間の協議は継続中であり、合意には至っていません。法人は組合との合意が無くても、と

にかく関係規程の変更を一方的に決定し、過半数代表者の意見を付して就業規則の改定を労基署に届

ければいい、と考えているのでしょうか？それこそ、平成２６年１０月の救済命令や平成２９年の勤

務延長教員の未払い賃金請求訴訟における地裁・高裁の結果に対して、何らの真摯な反省もないので

しょう。 

②のいわゆる「働き方改革」に伴う対応については、検討すべき点が多く、４月２５日より衛生委

員会で審議継続中です。対象は主に教員で、その対応案は以下の通りです。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

 

１．労働時間の客観的把握が必要（今年度４月１日施行の労働安全衛生法による） 

⇒教員の勤務時間が把握されていない状況について、とりあえず「自己申告」とし、教員は

「勤務時間記録簿」を学系長に提出、学系長が所属教員の勤務時間を把握する。 

２．年次有給休暇の時季指定の義務化（今年度４月１日施行の労働基準法による） 

⇒年５日以上の年次有給休暇を取得させる。特にほとんどの教員は全く年休を取得していな

いので（平成３０年度は９８人中９７人が０日）、夏期休業期間及び冬期休業期間のうち５日

間、計画年休を設ける。 

 

本学の教員は裁量労働ではありません。しかし、教員の所定労働時間については、具体的な時間数

が決まっているわけではありません。だから、１日の労働時間の合計数が８時間を上回っても、授業

の準備や研究のために休日出勤したとしても、超過勤務手当が支払われることもないそうです。オー

プンキャンパスや入試業務で休日に出勤した場合に代休取得できるのかについては、まだ決まってい

ません。 

担当コマ数が１０コマ前後というケースが多い教員は、授業の準備や学内の業務の外に、学外での

会議や委員会の出席や非常勤講師、学会出席や調査などの研究活動によって、１カ月の労働時間数が

比較的容易に１００時間を超えます。労務管理をする学系長はどうするのでしょうか？ 

また、教員が授業期間中に有給休暇を取得した際に授業を休講したとしても、補講はしなければな

らないそうです。となると、これが果たして休暇と言えるのでしょうか？ 

これ以外にも、課外活動の指導及び帯同の時間をどう扱うのかなど、検討課題はたくさんあります。

しかしながら、とくに２については、就業規則の改定をしなければなりません。これも、衛生委員会

での審議状況に関わらず、法人が一方的に就業規則を変更し、過半数代表者の意見を付けて労基署に

届け出るつもりでしょうか？ 

ちなみに、本組合が推薦した衛生委員会委員は５月いっぱいで任期満了となり、次期の委員の内、

労働側委員は過半数代表者による推薦となります。これも今回選出する過半数代表者が担当すること

になります。 

 

立候補者にどうして質問できないの？ 

以上のように、就業規則の改定といっても、勤務延長教員の任用に関連する諸規程だけでなく、休

暇に関する規定もあります。今回の過半数代表者の選出選挙について公示する際に、こうしたことは

全く明示されていません。また、法人側はこの過半数代表者の選出を機に、給与などの見直しも進め
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るつもりかもしれません。 

このように全教職員の労働条件に関わるものであればこそ、その過半数代表者が労働時間・給与・

担当コマ数などについて、過半数代表者の選挙に立候補した候補者がどのような意見を持っているの

か、是非知りたいところです。 

しかし、立候補者の所信表明を見ると、そもそも「就業規則の何を改定するのか」に関する認識に

ついても書かれておらず、「過半数代表者として、法人に対して、労働時間について、年次有給休暇に

ついて、給与について、具体的にどのような意見を述べるつもりか」についても全く示されていませ

ん。 

したがって、少なくとも立候補者に対しては、以下のような質問があります。 

 

１．就業規則に関わる、労働時間や年次有給休暇、給与、有期雇用契約の教職員の労働条件など

について、現時点での立候補者自身の具体的な意見は何か？ 

２．教職員組合とどのように連携、協力するのか？ 

３．過半数代表者の役割は何だと思っているのか？  

 

前掲した組合役員が出した質問の３番目「労働者は立候補者について質問できるのか？」に対して、

委員長からは「リプライできるものに関してはお伝えしたい」との回答がありましたが、２４日の公

示まで何の回答もありませんでした。５月２４日の公示やメールを見ても、所信表明に対する質問を

受け付ける旨の記載はありません。 

立候補者の所信表明について、なぜ有権者が質問できないのでしょうか？想定される選挙管理委員

会から回答は以下の２つです。 

 

①立候補者の公示から投票期間までの期間が短く、質疑応答の時間が作れない。 

②選出要領に書いていない。 

 

立候補者に関する情報を周知する期間が短く、立候補者の所信表明も限られた場所しかなく、有権

者との質疑応答も設定できないような今回の選出選挙は、有権者に対する公平性・公正性・透明性が

確保されていません。立候補者の所信表明に対する質問ができるという規定がないのは、それこそ、

組合との事前に事務折衝も団体交渉もすることなく、法人事務局が作成した２月１５日施行の選出要

領の不備であり、見直しが必要なのではないでしょうか？また、そもそも、２月１５日施行の選出要

領によれば、選挙管理委員会が直接には要領を改正できず、選挙管理委員会事務局がある法人事務局

も検討するだけです。真に改正する意思があるかどうかが不明な状況であれば、不備がある要領に対

して、どういう手段を取れば、改正が実現するのでしょうか？ 

 

このように、就業規則の何を変更するのかも明示されておらず、立候補者の公示や所信表明の掲示

期間が短くて全有権者への周知が徹底されず、立候補者の所信表明に対する質問もできないまま、１

名の立候補者に対する信任投票が行われるのは、立候補者に対して白紙委任をするのと同じです。選

出手続きの公平性・公正性・透明性が確保されないまま、使用者側の都合で過半数代表者の選出が強

行されることに、強い危機感を抱かざるを得ません。今回の選挙のやり方に対して同じく危機感を抱

いた方は、どうか投票で「✖」を書いてください。 

 

 

 


